





















「毎月勤労統計調査」は戦時中の 1944年に「勤労統計調査令」（勅令 265号） に基づき，
内閣府統計局によってはじめられた（1）。戦後には連合軍総司令部 （GHQ） の覚書「給与
及び雇傭状態毎月調査に関する件」（1946年 11月 14日 APO-500発） に基づく改正がお
こなわれた。1947年に成立した統計法 （法律第 18号） によって指定統計第 7号となる。
1948年には労働省に移管され，2001年の省庁再編以降は厚生労働省が担当している。
2007年の統計法改正 （法律第 53号） により，新統計法による基幹統計となっている。
「毎月勤労統計調査」という名称は「年次勤労統計調査」とセットであり，「年 1回の


















































































































　イ 　日々又は 1か月以内の期間を限って雇われている者のうち，調査期間の前 2か
月にそれぞれ 18日以上雇われた者





























を並び替えた後，抽出率逆数  （R） 以下の初期値  （z） を無作為に定め，z番目，z 
+ R番目，z + 2R番目，z + 3R番目，…の事業所を抽出している。 
※ただし，抽出事業所が現行の指定事業所である場合は，調査負担の軽減を図る観
点から，ソート順において 1つ後の事業所に代替する措置を行っている。［統計委




所を追加する。この追加は毎年 1月におこなわれる［要覧 2017年版 : 288］。 
目標精度と「標本誤差率」「標準誤差率」
毎月勤労統計調査の標本設計は「常用労働者一人平均月間きまって支給する給与の標








第一種事業所の層 iにおける調査対象事業所サンプリングのための抽出率 1/Ri は，つ




5人以上 500人以上 100～ 499人 30～ 99人 5～ 29人
産業大分類 1% 0% 2% 2% 2%
製造業中分類 2 0 3 3 3
製造業以外の中分類 2 - - - -
製造業小分類 3 - - - -
　　［要覧 1991年版 : 309］
　　（b）　2012年以降
500人以上 100～ 499人 30～ 99人 5～ 29人
産業大分類 * 0% 2% 2% 2%
中分類 0 3 3 3
* :  卸売業・小売業，宿泊業・飲食サービス業，医療・福祉及びサービス業 （他に分類されない
もの） の一括分の抽出区分を含む。
［要覧 2012年版 :  286］
毎月勤労統計調査の諸問題　（田中）（78）
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　複数層の標本誤差率= Σ i i iW C2 2   （3）
を求めていた ［要覧 2007年版 : 288］。2007年以降は，集計したい値について，層合計
での平均に対するその層 iでの平均の割合 Qiという概念を導入して，次の式を使って
いる ［要覧 2008年版 : 289］。



















産業 規模計 500人以上 100-499人 30-99人 5-29人
C　鉱業，採石業等 89.9 - 99.2 87.5 87.4
D　建設業 88.7 78.3 75.7 80.4 90.1
E　製造業 86.1 87.5 81.7 77.0 89.9
F　電気・ガス業 94.0 97.6 91.9 93.2 94.0
G　情報通信業 79.2 77.8 69.4 66.4 85.2
H　運輸業，郵便業 81.5 74.0 77.8 78.2 86.1
I　卸売業，小売業 83.2 72.1 73.3 77.8 86.0
J　金融業，保険業 89.9 86.8 82.1 86.8 91.9
K　不動産・物品賃貸業 78.5 73.7 67.0 65.9 85.8
L　学術研究等 84.0 82.2 77.5 71.8 88.0
M　飲食サービス業等 72.1 47.6 52.6 61.5 80.8
N　生活関連サービス等 72.7 48.4 56.0 64.1 80.8
O　教育，学習支援業 87.7 85.5 85.1 89.9 88.4
P　医療，福祉 86.8 81.1 78.6 77.0 90.4
Q　複合サービス事業 94.1 100.0 88.3 95.0 94.8
R　その他のサービス業 79.3 69.5 68.8 66.9 89.5
TL　調査産業計 83.4 80.8 74.8 73.3 87.8











ある変数 x の事業所 kにおける値を xk と書くことにしよう。抽出率を 1/Rkとすると，x
の重み付き合計は Σk Rk xkとなる。このように抽出率逆数で重み付けた合計のことを「調









でさらなる重み付けをおこなう ［要覧 2017年版 : 288］。調査した対象月の前月末時点
での層 iに該当する母集団労働者数 E0i を推定しておき，それを調査数値から得られる













値を「調査数値」としていた ［要覧 2017年版 : 289］。第一種事業所の抽出率は層内で
一定なので，事業所間の抽出率のちがいを考慮せずに集計していたのだ。上記の数式で 
Rk =1 に固定しておくのだと考えてもよい。これを 1にせず，抽出率逆数 R （層内の全
事業所についておなじ値） による重みづけを第二種事業所と同様におこなったとして
も，母集団についての推定値はかわらない。この場合，層 iに属する事業所 kの前月末
労働者数を ε0kとすると e0i=RΣkε0kである。何らかの変数 x について母集団での合計を
推定するには
　 r R x E
e





















上記の推計比率を求めるには，母集団労働者数の推定値 E0i  が必要である。毎月勤労
統計調査では，この推定値をつぎのようにして修正していくことにより，推定の精度を
保つ工夫をしている。
 •  既存事業所に雇用されている労働者数の変動を，毎月勤労統計調査の前月までの
データによって追跡する 
 •  前月中の事業所新設・廃止等による変動を，雇用保険事業所データによって追跡
する 
 •  別の層に事業所が移動したことによる変動を，毎月勤労統計調査の前月までのデー
タによって追跡する 













期間末日」（6月末に該当）「本調査期間末日」（7月末に該当） の労働者数の，ある層 i 
の内部での （抽出率逆数による重み付き） 合計をそれぞれ e0iと e1i であらわす。一方で，
母集団労働者数の「前月末」（6月末） の値 E0i は 6月までの調査ですでに推定してある。
そこで 7月末時点での母集団労働者数 E1iはつぎのように推定できる。

































タについて実際に推計に使う母集団労働者数を決める［統計委員会第 135回資料 6-2 : 
3］。
 
 •  新設した事業所はもともと調査対象でなかったので，毎月勤労統計調査では把握
できない 
 •  常用労働者 5人未満の事業所は母集団外であるが，そうした事業所が人数を増や
して 5人以上になり，母集団にふくまれるようになった場合 
 • 廃止した事業所は調査できないので，調査結果に出てこない 
 •  調査対象だった事業所が常用労働者を減らして 5人未満になった場合，調査対象
外になってしまうので，調査結果に出てこない 












一方，Yi と Ziは毎月勤労統計調査の 7月分データから計算されるもので，ある層か
ら別の層に事業所が移動することによって各層の労働者数がどれだけ増減したかを推定
するものである。層 iに転入してきた事業所についてそれらの事業所の 7月末の労働者
数に抽出率逆数をかけたものの合計が Yi である。一方，層 iから転出した事業所につ
いての同様の数値が Ziである。これらを差し引きしたものを加える。
ただし，これらの操作には， K と L という謎の係数がかかっている。これらは「補正
の適用度合い」と呼ばれている。厚生労働省が統計委員会に提出した資料では「現行は
0.5で設定」［統計委員会 第 135回 資料 6-2 : 3］ と書いてあるのだが，その後の説明 ［点
検検証部会 第 10回 議事録 : 21］によると，この値はずっと K＝ L＝ 0.5 であり，値
を変更したことはないそうである。



























2017年版 : 290］ ので， 毎月勤労統計調査で母集団労働者数推定のための補助情報とし
て使えるのは「基礎調査」だけ。つまり 5年に 1回しかおこなわない調査の情報である。 
たとえば，2009年  （7月） の経済センサス -基礎調査の結果は，2012年 1月に毎月勤
労統計調査のベンチマーク更新に使われた ［要覧 2014年版 : 290］。このときには，各
層についてつぎのようにして補正比を求め，これを 2011年 12月分調査での本月末推計
労働者数 E1i にかけたものを 2012年 1月分調査での前月末推計労働者数 E0i とした （た
だしこの際に産業分類の変更があったため，新分類に変換した上で計算がなされてい
る）。












所が約 1万 6,700，第二種事業所が約 1万 6,500 で，合計で約 3万 3,200事業所とある。
実際にはもっと少なかったにもかかわらず，3万 3,200事業所を調査した，とずっと水
増しして報告してきたわけである。





なって」いたと表現している ［厚生労働省 2019 : 2］。だが表 3によれば，いちばんサ
ンプル規模がすくなかったのは 2002年の 28,164事業所であり，これは公称サンプル規















　　［統計委員会 第 135回 資料 6-2 : 20］
東北大学文学研究科研究年報　第 69号 （87）
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年のみ厚生労働省資料 [統計委員会 第 130回 資料 2-2] による。
平成 20年版 [要覧 2008年版] 289頁の「平成 20年 7月分」の表は「平成 19年」データとして扱った。
 2006年までは「標本誤差率」、2007年以降は「標準誤差率」。計算方法がちがうので注意 (2.2節参照)。




































































委員会 第 130回 資料 2-2 : 2］。これによると，たとえば「P83 医療業」では，東京の




























されてしまう結果になる。厚生労働省の報告 ［統計委員会 第 135回 資料 6-2 : 24］ によ
れば，後者の回路による影響がかなり大きかったという。 
4.3.　誤差率の偽装

















図 1右端の 2017年の誤差率は，調査全体では 0.35%になっている。これは 2019年 1
月 17日に厚生労働省から出た資料 ［統計委員会 第 130回 資料 2-2］ からとっているも
ので，東京都の 500人以上規模の事業所が抽出調査になっていたことを前提にして計算







は早く，2019年 1月 11日には抽出率のちがいを考慮した「再集計」の値が公表された ［厚








































































30年 1月に実施された標本交替等の影響を中心に」［厚生労働省 2018］ という資料をつ
くって，断層の背景を説明していた。それによれば，月あたりの「きまって支給する給
与」推定額は 2018年 1月に 2,086円高くなったのであるが，そのほとんどは「ベンチマー
ク更新」に起因するということであった。表 4は，この資料から作成したものである。
表 4　 2018年 1月「断層」発生へのベンチマーク更新の寄与 （東京都抽出不正発覚
前の厚生労働省の説明）: 母集団常用労働者数推定値
事業所規模 旧母集団 （%） 新母集団 （%） 給与 *
1,000人以上  3,252,250 （  6.4）  3,267,932 （  6.6） 384,825
500～ 999人  2,271,270 （  4.5）  2,541,907 （  5.1） 341,903
100～ 499人 10,040,943 （ 19.8） 10,201,217 （ 20.5） 296,257
30～ 99人 12,883,435 （ 25.4） 13,226,721 （ 26.6） 251,662
5～ 29人 22,268,603 （ 43.9） 20,406,521 （ 41.1） 217,512
5人以上計 50,716,501 （100.0） 49,644,298 （100.0） 260,186
* :  2018年 1月入れ替え後の新サンプルによる「きまって支給する給与」平均値（円）。



















石 2019 : 75］ ことを示している。
表 5　 2018年 1月ベンチマーク更新前後の母集団労働者数推定値の変化 （東
京都抽出不正発覚後の再集計値）
事業所規模 2017年 12月 （%） 2018年 1月 （%） 差
 1,000人以上  3,206,656 （　6.3）  3,270,388 （　6.6） 　 　63,732
500～ 999人  3,196,110 （　6.3）  2,863,654 （　5.8）   －332,456
100～ 499人 10,804,899 （ 21.3） 10,554,379 （ 21.4）   －250,520
30～ 99人 11,176,527 （ 22.1） 12,302,674 （ 24.9） 　1,126,147
 5～ 29人 22,275,039 （ 44.0） 20,432,086 （ 41.3） －1,842,953
5人以上計 50,659,231 （100.0） 49,423,181 （100.0） －1,236,050
それぞれの調査月の「前調査期間末」の「常用労働者数」。
「政府統計の総合窓口」（e-Stat） https://www.e-stat.go.jp から，毎月勤労統計調査 （全











構成比でみると 5-29人規模事業所は 39.2%から 39.1%とほぼ横ばいである。 
6.3.　毎月勤労統計調査による母集団労働者数推定
表 4や表 5を表 6とくらべると，毎月勤労統計による推定母集団労働者数は，経済セ
ンサスにくらべて多めに出ていることがわかる。表 6の経済センサスでは 2009年でも
2014年でも常用雇用者は 4,700万人くらいなのだが，表 4と表 5の毎月勤労統計調査
では，ベンチマーク更新の前でも後でも 4,900万人を超えている。 
表 5に基づくと，母集団 （5人以上の常用労働者を雇用する事業所） における常用労
働者総数は，2017年 12月調査では約 5,066万人いるものという前提で推定がおこなわ
れていた。この数値は，2018年 1月には約 4,942万人となり，約 124万人減った。事
業所規模別にみると，5-29人の小規模事業所が約 184万人 （構成比でいうと 44.0%か
ら 41.3%へと 2.7%分） 減少したのに対し，30-99人規模の事業所では約 113万人 （構成
比でいうと 2.8%分） 増加している。事業所規模によって平均的な給与水準が大きくち




事業所規模 2009年 7月 （ %） 2014年 7月 （ %） 差
300人以上  7,860,067 （ 16.8）  8,352,191 （ 17.6）  492,124
100-299人  7,660,603 （ 16.4）  7,617,290 （ 16.0） －43,313
30-99人 12,870,827 （ 27.6） 13,010,644 （ 27.4）  139,817
5-29人 18,307,007 （ 39.2） 18,573,244 （ 39.1）  266,237
5人以上計 46,698,504 （100.0） 47,553,369 （100.0）  854,865
















こでは「M 宿泊業，飲食サービス業」の 5-29人規模と 30-99人規模だけに注目しよう。
この産業では，新ベンチマークの適用によって，母集団労働者数が大きく減少している。
まず，経済センサス-基礎調査（表 7）で 2009年と 2014年の間での労働者数の変化
を確認しておこう。5-29人規模事業所では，242万1,911人から242万7,148人へと約0.2% 
（人数でいうと約 5千人） の増加である。これに対して 30-99人規模の事業所では，111
万 7,916人から 104万 7,978人へと約 6.3% （約 7万人） 減っている。 
2009年の毎月勤労統計は旧い産業分類で集計されているため，経済センサスと比較
可能な数字がとれない。幸い，式 （8） でみたように，2011年 12月調査での「本月末推
計労働者数」（=本調査期間末労働者数） に補正比をかけたものが 2012年 1月調査で推
計に使う「前調査期間末労働者数」となるので，ここから逆算すると，2009年 7月の
毎月勤労統計調査で推計に使われていた母集団労働者数が経済センサスからどれくらい




2009年 7月 2,421,911 1,117,916








表 8　 毎月勤労統計調査「M 宿泊業，飲食サービス業」の母集団
常用労働者数推定値
時期 5-29人規模 30-99人規模
2010年 1月「前調査期間末」 2,309,284 1,114,384
2010年 1月「本調査期間末」 2,272,973 1,096,445
2011年 12月「前調査期間末」 2,418,494 1,077,078
2011年 12月「本調査期間末」 2,424,638 1,072,874
2012年 1月「前調査期間末」 2,433,657 1,055,089
2012年 1月「本調査期間末」 2,430,742 1,048,579
2012年 1月*「前調査期間末」 2,433,279 1,055,088
2012年 1月*「本調査期間末」 2,430,366 1,048,578
2013年 1月* 「前調査期間末」 2,549,272 1,052,691
2013年 1月* 「本調査期間末」 2,525,658 1,044,022
2014年 1月* 「前調査期間末」 2,668,302   982,607
2014年 1月* 「本調査期間末」 2,649,497   968,719
2014年 7月*「前調査期間末」 2,749,559   939,361
2014年 7月*「本調査期間末」 2,769,895   949,709
2015年 1月* 「前調査期間末」 2,872,013   934,576
2015年 1月* 「本調査期間末」 2,865,405   930,831
2016年 1月* 「前調査期間末」 3,050,031   941,976
2016年 1月* 「本調査期間末」 3,024,103   935,432
2016年 12月*「前調査期間末」 3,199,342   987,998
2016年 12月*「本調査期間末」 3,228,344   992,373
2017年 1月*「前調査期間末」 3,232,188   996,676
2017年 1月*「本調査期間末」 3,209,344   989,831
2017年 11月*「前調査期間末」 3,398,072 1,001,191
2017年 11月*「本調査期間末」 3,412,275 1,006,476
2017年 12月*「前調査期間末」 3,422,042 1,006,140
2017年 12月*「本調査期間末」 3,430,970 1,015,468
2018年 1月*「前調査期間末」 2,873,286 1,088,577
2018年 1月*「本調査期間末」 2,848,979 1,085,761
2018年 2月*「前調査期間末」 2,854,174 1,085,385
2018年 2月*「本調査期間末」 2,840,340 1,075,888
2019年 1月* 「前調査期間末」 3,071,644 1,087,815
2019年 1月* 「本調査期間末」 3,069,402 1,077,585
2019年 5月*「前調査期間末」 2,995,629 1,043,417
2019年 5月*「本調査期間末」 3,029,216 1,054,579
「政府統計の総合窓口」（e-Stat） https://www.e-stat.go.jpの「実数原表，








期間末の労働者数が 242万 4,538人なのに対して 2012年 1月調査の前調査期間末の労
働者数 （旧公表値） は 243万 3,657人なので，補正比は 2,433,657/2,424,538 = 1.00376 と
なり，ほとんどずれていなかったことがわかる。30-99人規模については，補正比は 




事業所でみると，2014年 7月の経済センサスで常用雇用者 242万 7,148人に対し，2014
年 7月の毎月勤労統計調査の前調査期間末の労働者数は 274万 9,559人であり，13.3%
多い。30-99人規模の事業所では，104万 7,978人に対して 93万 9,361人で，10.4%少
ない。この 2014年時点での経済センサスとのずれの分が，2018年 1月のベンチマーク
更新における「補正比」となる。実際に計算してみると，それぞれ 0.8827 と 1.1156 で
ある。 
この間の経過は，5-29人規模事業所では比較的単純である。2012年ごろまでは労働
者数は 230万から 240万人くらいであった。しかしそれから急速に拡大し，2014年 7
月には経済センサスより 13.3%多い約 275万人となった。増加傾向はそのあとも同様で，
2014年 7月から 2017年 12月の 3年半の間に 24.8%増加して約 343万人となった。
2018年 1月のベンチマーク更新で大きく下がったが，それ以降も拡大はつづいており，




年 1月には 97万人となった。2010年から 2014年までを通算すると，労働者が 15.7% （約
17万 5千人） 減っている。この間 （2009-2014年） に経済センサスでの常用雇用者数も
6.3% （約 7万人） 減っているのだけれど，それを 10万人以上回る勢いで労働者数が減っ
てしまっている。しかし，2015年 1月に 93万人まで減少したあとは拡大に転じ，
2016-2017年の 2年間で 7.8% （約 7万人） 増加した。2018年 1月のベンチマーク更新で








































作業 （式 7） があり，それを済ませてから補正比をかけるようになったのである ［点検検
証部会 第 9回 資料 2］。
この 2017年 12月中の事業所新設・廃止・編入・転出による影響は，かなり大きい可
能性がある。表 8から，2018年 1月の前期間末労働者数を 2017年 12月の本期間末労
働者数で割った数値を計算してみると，5-29人規模では 0.8375，30-99人規模では 1.0720
となる。補正比（6.4節）はそれぞれ 0.8827 と 1.1156 だったから，2017年 12月の 1か
月間の事業所の廃止や転出による効果はそれぞれ 0.9485 と 0.9609 となる。つまり，こ
の産業の 5-99人規模の事業所では，2017年 12月のわずか 1か月間に，事業所の廃止
や転出によって，常用労働者が 4-5%程度減少していたことになる。 




























































定義のちがいは問題にならない : ＜期間を定めずに雇われている＞ ＜ 1か月を超える
期間を定めて雇われている ＞ ＜ちょうど 1か月の期間を定めて雇われていて，調査期
間の前 2か月にそれぞれ 18日以上雇い入れられていた＞。



















労働省サイトにある文書 ［厚生労働省 2017］ によれば，2018年 1月の定義変更にあたっ
ては，この備考欄に常用労働者定義変更の影響を書くよう回答者に特に指示していたよ








































































数が 翌月の母集団労働者数に反映される。［点検検証部会 第 9回 資料 2 : 6］
2017年 12月調査では常用労働者 103人を雇っていた事業所が，2018年 1月に調査





 • 2018年 1月は移動先の区分 （30-99人） に属するものとして集計される。 
 •  しかし，2018年 1月調査の結果の母集団推定は 2017年 12月末の母集団を推定す
るものなので，この時点ではまだ母集団労働者数の移動はおこらない 。
 •  2018年 1月調査の本調査期間末母集団労働者数推定値は，前月末の母集団労働者
数推定値（＝新ベンチマーク）に 2018年 1月調査による 前月末労働者数 e0i と本
月末労働者数 e1i との比 e1i / e0i をかけたものである （式 6）。ここで e1i と e0i はどち
らも新しい常用労働者定義にしたがって調査した人数 （この例では 98人に相当） 
の合計なので，定義変更による「常用労働者」該当人数の変化を反映しない。 
 •  2018年 2月の調査については，2018年 1月末の母集団に対しての推定になる。こ
のときに，2017年 12月調査と 2018年 1月調査との間に規模区分を変更した事業
所があったことが反映する。移動分にあたる人数 （この場合は 98人×抽出率逆数









































自体を検討した形跡がない。 上で紹介した 2019年 4月 18日の試算 ［統計委員会 第 135






















省 2015 : 2］
この引用文中，「平成 28年経済センサス－活動調査の基準となる期日」というのは， 
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Problems with the Japanese Monthly Labour Survey
Tanaka Sigeto 
Several problems have been identified in the method and results of the Monthly Labour Survey, 
which is one of the major economic statistics surveys conducted by the Government of Japan.　This 
paper provides some contexts to the problems and discusses how we can identify such problems 
using published documents and data.　The focus is on illegal sample discarding, misreported sam-
pling scheme, misuse of sampling weight, biased estimation, and thoughtless alteration of the defini-
tion of “regular employee”.
